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第四部【保証会社等の情報】 

第１【保証会社情報】 
 該当事項はありません。 

 

第２【保証会社以外の会社の情報】 

 

１【当該会社の情報の開示を必要とする理由】 

本発行登録追補書類により募集する中日本高速道路株式会社第80回社債（一般担保付、独立行政法人日本高速道路

保有・債務返済機構重畳的債務引受条項付）（以下「本社債」といいます。）には保証は付されません。しかしなが

ら、機構は、機構法第15条第１項の規定に従い、当社が新設、改築、修繕又は災害復旧した高速道路（注１）に係る

道路資産（注２）が特措法第51条第２項ないし第４項の規定により機構に帰属する時（注３）において、機構法第14

条第１項の認可を受けた業務実施計画に定められた機構が当社から引き受ける新設、改築、修繕又は災害復旧に要す

る費用に係る債務の限度額の範囲内で、当該高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧に要する費用に充てるために

当社が負担した債務を引き受けなければならないこととされております。本社債は、機構に帰属することとなる上記

道路資産に対応する債務として当社が本社債に係る債務を選定することを前提として、償還期日までに機構により重

畳的に債務引受けされることとなるため、機構に係る情報の開示を行うものです。 

 

(注)１．高速道路会社法第２条第２項に規定する高速道路をいいます。 

２．道路（道路法（昭和27年法律第180号）第２条第１項に規定する道路をいいます。）を構成する敷地又は支

壁その他の物件（料金の徴収施設その他政令で定めるものを除くものとします。）をいいます。 

３．当社が高速道路の新設又は改築のために取得した道路資産は、原則として、あらかじめ公告する工事完了の

日の翌日以後においては、機構に帰属し、機構に帰属する日前においては当社に帰属します。ただし、当社

及び機構が国土交通大臣の認可を受けて機構に帰属する道路資産の内容及び機構に帰属する予定年月日を記

載した道路資産帰属計画を定めたときは、当該道路資産は当該道路資産帰属計画に従い機構に帰属すること

となります。また、当社の行う高速道路の修繕又は災害復旧によって増加した道路資産は、当該修繕又は災

害復旧に関する工事完了の日の翌日に機構に帰属します。 

 

２【継続開示会社たる当該会社に関する事項】 

該当事項はありません。 

 

３【継続開示会社に該当しない当該会社に関する事項】 

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構について 

 機構は、高速道路に係る道路資産の保有並びに当社、東日本高速道路㈱、首都高速道路㈱、西日本高速道路㈱、阪

神高速道路㈱及び本州四国連絡高速道路㈱（以下、これらの株式会社を総称して、又は文脈によりそのいずれかを

「高速道路会社」といいます。）に対するかかる資産の貸付け、承継債務及びその他の高速道路の新設、改築等に係

る債務の早期の確実な返済等の業務を行うことにより、高速道路に係る国民負担の軽減を図るとともに、高速道路会

社による高速道路に関する事業の円滑な実施を支援することを目的として、平成17年10月１日に設立された独立行政

法人です。 

 本発行登録追補書類提出日（令和元年10月24日）現在の機構の概要は下記のとおりです。 

① 名称     独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構 

② 設立根拠法  独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法 

③ 主たる事務所の所在地 

神奈川県横浜市西区高島一丁目１番２号 

子会社及び関連会社はありません。 

④ 役員      機構法第７条第１項の規定により、機構には、役員としてその長である理事長及び監事２人を

置くとされており、いずれも、国土交通大臣により任命されます。 

 また、同条第２項の規定により、役員として理事３人以内を置くことができるとされており、

平成31年３月31日現在、３名が任命されております。理事は、理事長の定めるところにより、理

事長を補佐して機構の業務を掌理しております。なお、理事長の任期は中期目標の期間の末日ま

で（現任の理事長の任期は令和４年３月31日まで）、理事の任期は２年、監事の任期は独立行政

法人通則法（平成11年法律第103号）（以下、「通則法」といいます。）第21条第２項の規定に

基づく任期です。 

⑤ 資本金及び資本構成 

 平成31年３月31日現在の機構の資本金及び資本構成は下記のとおりであり、資本金は、その全
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額を国及び関係地方公共団体が出資しております。 

 （単位：百万円）

Ⅰ 資本金 5,629,259

政府出資金 4,109,004

地方公共団体出資金 1,520,254

Ⅱ 資本剰余金 841,327

資本剰余金 597

日本道路公団等民営化関係法施行法第15条による積立金 850,932

損益外除売却差額相当額 △63

損益外減価償却累計額 △8,077

損益外減損損失累計額 △2,061

Ⅲ 利益剰余金 6,430,000

純資産合計 12,900,586

 機構の財務諸表は、通則法、機構法、独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解等

に基づき作成されます。 

 機構の財務諸表は、金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第193条の２第１項の規定に基づ

く監査証明を受けておりませんが、毎事業年度、国土交通大臣の承認を受ける必要があります

（通則法第38条）。また、その監査については、機構の監事（通則法第19条第４項）及び会計監

査人（通則法第39条）により実施されるもののほか、会計検査院法（昭和22年法律第73号）第22

条第５号の規定に基づき、会計検査院によっても実施されます。 

⑥ 事業の内容 

(a) 目的     高速道路に係る道路資産の保有・貸付け、債務の早期・確実な返済等を行うことにより、高速

道路に係る国民負担の軽減を図るとともに、高速道路会社による高速道路に関する事業の円滑な

実施を支援すること 

(b) 業務の範囲 （ⅰ）高速道路に係る道路資産の保有及び高速道路会社への貸付け 

（ⅱ）承継債務の返済（返済のための借入れに係る債務の返済を含みます。） 

（ⅲ）協定に基づく高速道路会社が高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧に要する費用に充

てるために負担した債務の引受け及び当該債務の返済（返済のための借入れに係る債務の

返済を含みます。） 

（ⅳ）政府又は政令で定める地方公共団体から受けた出資金を財源とした、首都高速道路㈱又は

阪神高速道路㈱に対する首都高速道路又は阪神高速道路の新設又は改築に要する費用の一

部の無利子貸付け 

（ⅴ）国から交付された補助金を財源とした、高速道路会社に対する高速道路の災害復旧に要す

る費用に充てる資金の一部の無利子貸付け 

（ⅵ）国から交付された補助金を財源とした、高速道路会社に対する高速道路のうち当該高速道

路と道路（高速道路を除きます。）とを連結する部分で国土交通省令で定めるものの整備

に要する費用に充てる資金の一部の無利子貸付け 

（ⅶ）政令で定める地方公共団体から交付された補助金を財源とした、首都高速道路㈱又は阪神

高速道路㈱に対する首都高速道路又は阪神高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧に要

する費用に充てる資金の一部の無利子貸付け 

（ⅷ）高速道路会社の経営努力による高速道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理に要する

費用の縮減を助長するための必要な助成 

（ⅸ）高速道路会社が高速道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理を行う場合において、特

措法及び災害対策基本法（昭和36年法律第223号）に基づき当該高速道路について行うそ

の道路管理者の権限の代行その他の業務 

（ⅹ）本州四国連絡橋の建設に伴う一般旅客定期航路事業等に関する特別措置法（昭和56年法律

第72号）に規定する業務 

（xi）本州と四国を連絡する鉄道施設の管理 

（xⅱ）上記（xi）の鉄道施設を有償で鉄道事業者に利用させる業務 

(c）事業に係る関係法令 

機構の業務運営に関連する主な関係法令は下記のとおりです。 

（ⅰ）機構法 

（ⅱ）独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法施行令（平成17年政令第202号） 

（ⅲ）独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に関する省令（平成17年国土交通省令第64
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号） 

（ⅳ）通則法 

（ⅴ）日本道路公団等民営化関係法施行法（平成16年法律第102号） 

（ⅵ）高速道路会社法 

 なお、機構については、機構法第31条第１項により、別に法律で定めるところにより平成77年９月30日までに解散

すること、また同条第２項により、高速道路勘定において解散の日までに承継債務等の返済を完了させ、同日におい

て少なくとも資本金に相当する額を残余財産としなければならない旨が規定されております。また、日本道路公団等

民営化関係法施行法附則第２条においては、同法施行後10年以内に、政府が日本道路公団等民営化関係法の施行の状

況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる旨が定められておりましたが、平成27年７月に国土

交通省が、機構及び各高速道路会社が自ら行った業務点検や「高速道路機構・会社の業務点検検討会」における意見

をもとに「高速道路機構・会社の業務点検」をとりまとめております。 

 道路関係四公団の民営化の経緯については、前記「第三部 参照情報 第１ 参照書類 １ 有価証券報告書及び

その添付書類」に記載の有価証券報告書中に記載する「第一部 企業情報 第２ 事業の状況 ２ 事業等のリスク

１．民営化について」を、また協定については、前記「第三部 参照情報 第１ 参照書類 １ 有価証券報告書及

びその添付書類」に記載の有価証券報告書中に記載する「第一部 企業情報 第２ 事業の状況 ４ 経営上の重要

な契約等（1）機構と締結する協定」を併せてご参照下さい。 
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「参照方式」の利用適格要件を満たしていることを示す書面

会社名 中日本高速道路株式会社

代表者の役職氏名 代表取締役社長 宮池 克人

１ 当社は１年間継続して有価証券報告書を提出しております。

２ 当社は、本邦において発行登録書の提出日（平成30年10月26日）以前５年間にその募集又は売出し

に係る有価証券届出書又は発行登録追補書類を提出することにより発行し、又は交付された社債券

の券面総額又は振替社債の総額が100億円以上です。

（参考）

中日本高速道路株式会社第74回社債

（一般担保付、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構重畳的債務引受条項付）

（平成30年９月27日の募集） 券面総額又は振替社債の総額 700億円
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事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移 

 

１ 事業内容の概要 

 当社及び関係会社は、高速道路事業、休憩所事業及びその他（関連）事業の３部門に関係する事業を行っております。 

 

２ 主要な経営指標等の推移 

(1）連結経営指標等 

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期 

決算年月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月 平成31年３月 

営業収益 （百万円） 938,169 1,300,352 907,595 972,076 1,455,242 

経常利益 （百万円） 7,037 11,869 7,849 8,593 16,621 

親会社株主に帰属する当期

純利益 
（百万円） 4,394 7,912 11,224 19,813 10,102 

包括利益 （百万円） 9,620 △13,344 16,483 24,332 13,836 

純資産額 （百万円） 204,126 190,685 206,772 231,104 244,740 

総資産額 （百万円） 1,480,644 1,156,585 1,418,351 1,532,372 1,337,198 

１株当たり純資産額 （円） 1,552.68 1,450.92 1,579.85 1,765.61 1,876.33 

１株当たり当期純利益金額 （円） 33.80 60.86 86.34 152.41 77.70 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 13.6 16.3 14.5 15.0 18.2 

自己資本利益率 （％） 2.2 4.1 5.7 9.1 4.3 

株価収益率 （倍） － － － － － 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 
（百万円） 63,664 305,202 △257,302 △42,047 307,354 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 
（百万円） △18,318 △23,394 △20,412 △23,339 △26,595 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 
（百万円） 27,950 △394,752 312,993 99,980 △318,177 

現金及び現金同等物の期末

残高 
（百万円） 185,924 72,979 108,256 142,848 105,500 

従業員数 
（人） 

9,763 9,804 9,911 10,183 10,409 

（外、平均臨時雇用者数） （2,342） （2,570） （2,612） （2,654） （2,735）

 （注）１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。 

４．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含みます。）であり、臨時従業員数は年間の平均人員を（ ）内に外数で記載しております。 

５．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第14期の期

首から適用し、第13期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等と

なっております。
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(2）提出会社の経営指標等 

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期 

決算年月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月 平成31年３月 

営業収益 （百万円） 914,371 1,275,222 883,915 948,733 1,430,266 

経常利益 （百万円） 2,721 3,241 1,865 7,056 11,124 

当期純利益 （百万円） 628 2,464 7,670 21,018 7,392 

資本金 （百万円） 65,000 65,000 65,000 65,000 65,000 

発行済株式総数 （千株） 130,000 130,000 130,000 130,000 130,000 

純資産額 （百万円） 176,168 178,632 186,303 207,321 214,714 

総資産額 （百万円） 1,457,627 1,130,922 1,391,462 1,506,396 1,308,075 

１株当たり純資産額 （円） 1,355.13 1,374.09 1,433.10 1,594.78 1,651.64 

１株当たり配当額 

（円） 

－ － － － － 

（うち１株当たり中間配当

額） 
(－) (－) (－) (－) (－) 

１株当たり当期純利益金額 （円） 4.83 18.95 59.00 161.67 56.86 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 12.1 15.8 13.4 13.8 16.4 

自己資本利益率 （％） 0.4 1.4 4.2 10.7 3.5 

株価収益率 （倍） － － － － － 

配当性向 （％） － － － － － 

従業員数 （人） 2,126 2,112 2,043 2,085 2,139 

株主総利回り （％） － － － － － 

（比較指標：－） （％） (－) (－) (－) (－) (－) 

最高株価 （円） － － － － － 

最低株価 （円） － － － － － 

 （注）１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。 

４．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含みます。）であり、臨

時従業員数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。 

５．株主総利回り、比較指標、最高株価及び最低株価については、当社株式は非上場であるため、記載しており

ません。 

６．「『東京湾横断道路事業会計規則及び高速道路事業等会計規則』の一部改正」（国土交通省令第６号 令和

元年５月22日）を第14期の期首から適用し、第13期に係る主要な経営指数等については、当該会計規則を

遡って適用した後の指標等となっております。 
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